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１． はじめに 
 ポーラスコンクリートはその内部に連続空隙を

有し，水や空気を自由に通過させることができる

多孔質なコンクリートである． 

  著者らは，これまでに既存のポーラスコンクリ

ートをさらに高機能化させることを目的として，8

号（骨材粒径 1.2～2.5mm）および 9 号（骨材粒径

0.6～1.2mm）砕石といった小粒径骨材を用いたポ

ーラスコンクリート（以下，小粒径ポーラスコン

クリートとする）に関する検討を行い，骨材粒径

を小径化させることで保水性能や揚水性能が向上

することを確認した 1)．このことは，ヒートアイ

ランドの抑制や植生を目的とした保水性ブロック

としての利用が期待できる一方で，冬期における

凍害劣化が懸念される． 

 そこで本研究では，小粒径ポーラスコンクリー

トの凍結融解抵抗性に関する基礎実験を行い，結

合材強度や骨材粒径が及ぼす影響などについて検

討した． 

 

２． 実験の概要 

２．１ ポーラスコンクリート供試体の
作製 

（１） 使用材料 
＊  材料技術研究課 

＊＊ 三重大学大学院工学研究科 

表 1 使用材料 

セメント

普通ポルトランドセメント（OPC)：
  (密度 3.16g/cm3、比表面積 3290cm2/g)
  シリカフュームセメント（SFC)：
  (密度 3.08g/cm3、比表面積 6440cm2/g)

骨材

産地：三重県松阪市産
6号砕石（骨材粒径5～13mm）：
  表乾密度 2.71g/cm3、吸水率 1.00％

  8号砕石（骨材粒径1.2～2.5mm）：
表乾密度 2.67g/cm3、吸水率 1.42％

  9号砕石（骨材粒径0.6～1.2mm）：
表乾密度 2.69g/cm3、吸水率 1.39％

水 水道水

混和剤 ポリカルボン酸系高性能AE減水剤  
 

表 2 要因および水準 

要因 水準

結合材強度
（N/mm2）

    88 (OPC使用、W/C=0.35)
131 (OPC使用、W/C=0.25)
178 （SFC使用、W/B=0.21)

骨材（号） 6、8、9

目標空隙率（％） 10、20、30

結合材フロー値
（FL）

150（6号砕石・目標空隙率10％）
190（6号砕石・目標空隙率20％、30％）
230（8号砕石）
270*（9号砕石) *0打フロー値  

 
 本実験の使用材料を表 1 に示す．本報では，一

般的なポーラスコンクリートと凍結融解抵抗性能 
を比較するために 6 号砕石も使用した． 

（２） 製造方法 
実験の要因と水準を表 2 に示す． 



 ポーラスコンクリートの結合材ペーストのフロ

ー値（FL)は，供試体底部に垂れが生じない条件と

した． 

 練混ぜは，水およびセメントをパン型ミキサに

投入した後，73rpm で 270 秒間練混ぜた．練混ぜ

が終了した結合材ペーストに骨材を投入し，90 秒

間練り混ぜることでポーラスコンクリートを作製

した． 

 供試体は 10×10×40cm の角柱供試体とし，凍結

融解試験では供試体内部の打継ぎ面が劣化しやす

いという報告 2),3)から，打設はすべて 1 層打ちと

した．締固めは，ポーラスコンクリートを打ち込

んだ型枠上部に 20kg の角柱形の錘を静置し，テー

ブルバイブレータを用いて行った．振動条件は，

テーブルバイブレータ，型枠および試料の総質量

約 350kg に対し，加振力 17.4kN・10s とした． 

２．２ 供試体の空隙率測定 
 本報では，小粒径ポーラスコンクリートの空隙

率測定方法として，供試体型枠に投入したポーラ

スコンクリートの質量を練混ぜ直後の状態で計測

し，その質量および調合上の硬化体密度から全空

隙率を算出する質量法 4)を採用した． 

２．３ 凍結融解試験 
（１） 試験条件 
 ポーラスコンクリートの凍結融解抵抗性の評価

手法は，いくつかの提案 5)がなされているが，そ

の確立までには到っていない．そこで本研究では，

道路用ブロックや植生ブロックが使用される条件

に最も近いと考えられる気中凍結水中融解試験

（JIS A 1148 B 法）による手法を採用した． 

 試験開始材齢は 28 日とし，各調合 2 本の供試体

(10×10×40cm)を 1サイクル3時間10分の設定で

300 サイクルまで凍結融解作用を与えた．温度セ

ンサー用供試体は，9 号砕石で使用した 0 打フロ

ー値 270 の結合材を用いて作製した．また，セメ

ントペースト（W/C=0.21，1 ヶ所 8g）で，供試体

2 ヵ所にたわみ振動の一次共鳴振動数測定用のキ

ャッピングを施した．キャッピングは，試験槽に

設置する際に底部となる供試体の端部から 3cm の

位置 1 ヵ所と，その反対面の中央部に行った． 

（２） 相対動弾性係数の測定 
 相対動弾性係数は，下記式に示す JIS A1148 に

規定されるたわみ振動の一次共鳴振動数から算出

した． 

   
図 1 ポーラスコンクリート供試体脱水装置

（左）および供試体の切断位置（右） 
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ここに，Pn：凍結融解ｎサイクル後の相対動弾性

係数(%) 

    fn：凍結融解ｎサイクル後のたわみ振動 

の一次共鳴振動数(Hz) 

     f0：凍結融解開始前のたわみ振動の一次 

共鳴振動数(Hz) 

 

計測は，30 サイクル毎に供試体を水槽から取り

出し，脱水装置（図 1 参照）を用いて 40 秒間遠

心脱水した後に実施した．計測時間は，供試体表

面の水を速やかにふき取った時間も含め，脱水後

15 分以内とした．なお，供試体内部の含水の状態

が相対動弾性係数に及ぼす影響を把握する目的で

行った予備実験の結果，脱水後 24 時間程度までは

相対動弾性係数がほとんど変化しないことを確認

している． 

（３） 供試体内部の含水率測定 
ポーラスコンクリート内部の凍結時における保

水の状況を確認するために，凍結融解 1 サイクル

目の供試体温度が-15℃となった時点で素早く取

り出し乾式切断機で 4 分割した（図 1）．切断後，

質量を測定し，さらに 105℃で 48 時間乾燥させた

後，再度質量を測定した．得られた．乾燥前後の

質量差から，各ブロック毎の含水率（容積率）を

算出した．なお，切断時の氷の融解は僅かで，切

断後の供試体記号は，水槽設置底部から順に

1,2,3,4 とした．  



   

(a) 設計空隙率 30％ ［結合材強度：左から，88N/mm2，131N/mm2，178N/mm2］ 

   

(b) 設計空隙率 20％ ［結合材強度：左から，88N/mm2，131N/mm2，178N/mm2］ 

   

(c) 設計空隙率 10％ ［結合材強度：左から，88N/mm2，131N/mm2，178N/mm2］ 

図 2 相対動弾性係数と凍結融解サイクル数との関係 

 

３． 実験結果および考察 
３．１ 小粒径ポーラスコンクリートの 

凍結融解抵抗性 
 各種条件で作製したポーラスコンクリート供試

体の相対動弾性係数と凍結融解サイクルとの関係 

を図 2 に、凍結融解試験終了後（300 サイクル終 

了後）の供試体の状況を図 3 に示す． 

図 2 より，設計空隙率 30％の条件では，結合材

強度が 88N/mm2の場合，150 サイクル終了までに全

ての供試体の相対動弾性係数が 60％を下回った．

結合材強度が 131N/mm2の場合には，8 号砕石およ 

び 9 号砕石を用いた小粒径ポーラスコンクリート

だけが 300 サイクル終了までに相対動弾性係数が

60％を下回る結果となった．上記の 2 つの条件に

おける相対動弾性係数に及ぼす骨材粒径の影響は，

骨材粒径が小さくなるほど相対動弾性係数が小さ

くなるという傾向が確認できた．さらに結合材強

度を 178N/mm2にすると，300 サイクル終了後の相

対動弾性係数は全て 90％程度となり，結合材強度 

を増大させることにより耐凍害性が向上している．  

設計空隙率 20％における相対動弾性係数に及

ぼす骨材粒径の影響は，設計空隙率 30％の場合と

は異なり，骨材粒径が大きくなるほど相対動弾性

係数が小さくなる傾向となった．また，9 号砕石

を用いた供試体は，全て 300 サイクル終了後の相

対動弾性係数が 90％以上であり，結合材強度

88N/mm2で作製した6号および8号砕石の供試体を

除けば，300 サイクル終了後に相対動弾性係数が 





   

(a)設計空隙率 30％         (b)設計空隙率 20％          (c)設計空隙率 10％ 

図 4 切断した供試体の各測定位置における含水率の一例（結合材強度 178N/mm2） 

 

    (a)設計空隙率 30％         (b)設計空隙率 20％          (c)設計空隙率 10％ 

図 5 切断した供試体の各測定位置における含水率の一例（結合材強度 131N/mm2） 

 

に働く恐れがあり，冬期や寒冷地などへの適用を想

定した場合，結合材強度や設計空隙率などに配慮す

る必要があることが明らかとなった． 

 

４． まとめ 
本研究では，ポーラスコンクリートの凍結融解抵

抗性に関して，以下に示す知見が得られた． 

1）設計空隙率 20％以下の小粒径ポーラスコンク

リートの凍結融解抵抗性は，一般的なポーラス

コンクリートよりも大きい． 

2）保水性能が高い設計空隙率 30％の小粒径ポー

ラスコンクリートには，供試体底部に内部空隙

の飽水に起因すると思われる劣化が集中して

生じる恐れがある． 

3）小粒径ポーラスコンクリートで使用する結合材

の高強度化は，凍結融解抵抗性の改善に有効で

ある． 
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